
ワイマール憲法（抜粋）

1919年 ドイツ

109条１項

すべてのドイツ人は，法律の前に平等である。

109条２項

男子および女子は，原則として同一の公民権を

有し，および公民としての義務を負う。

151条１項

経済生活の秩序は，すべての者に人間たるに値

する生活を保障する目的をもつ正義の原則に適

合しなければならない。この限界内で，個人の

経済的自由は，確保されなければならない。

153条１項

所有権は，憲法によって保障される。その内容お

よびその限界は，法律によって明らかにされる。

159条１項

労働条件および経済条件を維持し，かつ，改善

するための団結の自由は，各人およびすべての

職業について，保障される。この自由を制限し，

または妨害しようとするすべての合意および措

置は，違法である。

161条１項

健康および労働能力を維持し，母性を保護し，

かつ，老齢，虚弱および，生活の転換にそなえ

るために，国は被保険者の適切な協力のもとに，

包括的保険制度を設ける。
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第28条

【勤労者の団結権】

第36条

【拷問及び残虐刑の禁止】

全逓東京中央郵便局事件

【事件】1958年春闘の際，東京中央郵便局で

全逓信労働組合（全逓）の組合員が，勤務時間

内に職場を離脱して職場大会に参加した。この

ことが，郵便法79条1項（郵便物不取扱罪）に

あたるとして，組合役員がその教唆犯として起

訴された事件。

【判決】争点となったのは，郵政職員に適用さ

れる公共企業体等労働関係法17条で禁止され

る争議行為を行った場合，労働組合法1条2項

（刑事免責規定）の適用が否定され，郵便法の

罰則適用を受けるか否かであった。第一審は無

罪，第二審は原判決を破棄差戻しした。被告が

上告したのに対し，二審を破棄差し戻ししたの

が本判決である。本判決は，公共企業体等労働

関係法17条を憲法違反とするものではないが，

労働基本権を尊重する姿勢を示した。

東京都教組事件

【事件】東京都教職員組合（都教組）の執行委

員が，都内公立学校の教員に対する勤務評定導

入に反対し，組合員である職員に校長らの承認

なく有給休暇をとらせ，反対集会に参加するよ

う指令した。これにより，地方公務員の住民に

対する同盟罷行，怠業・争議行為などを禁止す

る地方公務員法61条４号違反で起訴された。

【判決】第一審は無罪，第二審は有罪判決が下

された。最高裁では，刑事罰をもってのぞむほ

どの違法性を欠くとして無罪となった。

全農林警職法事件

【事件】1958年に警察官職務執行法改正案が

衆議院に提出された。全農林が加盟している日

本労働組合総評議会は，同年11月5日頃に統一

行動を行うことを決定した。翌11月6日に警察

は全農林に対して，職場大会の指示と当日の行

動が国家公務員法の争議行為煽り禁止規定に違

反するとして，事務所と組合員自宅の捜索を

行った。

【判決】1973年，最高裁は公共の福祉の立場

から団体行動権の一律禁止は合憲とした。
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